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奨 励 契 約 の 経 済 理 論

序

中 島

近代的生産過程の特徴の一つとして，その過程の複雑さを拳げることができよう。複雑な生産過

程を経て初めて生産，供給される財に関する需要, 供給の主体間における取引は，生産過程に何ら

かの予期せぬ偶発的要因が発生すれぱ当初の約定通りに遂行されなくなるであろう。このような生

産過程の複雑さに掃因する不確実性もしくは危険を調盤するナこめの価後のあり方は複雑を極め，ま

たこの危險に対する保険制度もこうした価格との組合せの複雑さの故に成立し得ないのである。

生産過程における不確実性が著しく，供給の費用をま前に確定し得ない財に関して，市場が成立

し，円滑な取引が行なわれるためには，取引主体にとって無視し得ぬ大きさの情報費用，取引費斤

という追加的費用が不可避となり，とりわけ需要主体にとってその額は著しいものとなるかもしれ 
( 2 )

ない。

不確実性の故に市場が成立し得ない財に闕して，そこに伴う危険を需要，供給の両主体が共同負

担する契約を結ぶことによって取引を成立させる方法が示唆される。このとき，相互に最も望まし

い取引相手を見つけるすこめの過程が用意されれぱ, 市場の成立し得ない財に対する一種の人為的な

市場（以下[擬似的市場J (pseudo-market)) が成立することになる。このような•'擬似的市場」にお

ける樊約（以下『契約] ) は, すでに市場が成立しているM に関する市場取引に際しての通常の契約

(以下f■市場契約j ) と性格を異にし，とりわけ決定的な相違は，r市場契約J においては市場価格

に基づいて約定がなされるのに対し，「契約」では，両当事者の例えぱ交涉によって決定される価

格に基づいて約定がなされる点にある。したがって，価格は弾力的なものとなり，その決定のなさ 
, (3)

れ方如何によって費用削減の誘因が生みだされることになる。

★ 維おは米沢善衛（茨城大学)，深谷虫一Oli京大学）俩氏およびレブリ一の右益な示跨，ゴメントに;̂ミっている。さ 

らに第6 0  Public Choice研究会（加藤賞，.宇!!]川仁両教授主宰）において発表の機会を与えられ，贵ffiなコメソト 

を頂いた•••各学兄のプJ々にほ謝の意を表する次第である。しかし，残# し得べき誤りは維者の貴に帰せられるべきである。 

法（1 ) Arrow〔 3 邦訳3230 参照。 .

( 2 ) 中間財工程間に不確;剣生が著い、とき，コこ殺のim t的統合J を通じて不確突性の内部化を旧ることがホ効であるか 
もしれない◊例えぱArrcnv〔2〕参照。

(3 ) この観点からの激論として，Scherer U " 参照。 ‘
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以下で,我々は，「契約J の形態として奨励契約を採用し，特定の取引相#を決定する過程を鏡 

争的入札過程に拠ることにする契約J に際しての財の需耍者侧，供給者侧を便宜的にそれぞれ 

「政 府 「企業J と呼ぶことにし， その取引を「調達」 （procurement),'取弓Iされる財をr調達物 

資j と呼ぶことにする。 ，

競 争 的 入 礼 過 程 を 用 い た 奨 励 契 約 に 関 す る 分 析 は , M c C a l l 〔1 0 〕， B a r o n 〔6 ) に よ っ で 行 な わ れ  

て い る し か る に M c C a i r は ， r金 業 J は 既 存 の 生 産 資 源 を 従 来 通 り に 本 来 の 市 場 向 け 製 品 の 生  

に 向 け る か ， あ る い は 専 ら 調 達 物 資 の 生 ま に 向 け る か の 択 一 的 選 択 を 行 な う と い う や や 奇 異 な 想 定  

を 行 な っ て い る 。 他 方 ， B a r o n は ， 生 産 設 傭 一 定 の 短 期 的 視 野 に お い て ， r企 業 j は , ^ 方 で 市 場  

向 け の 製 品 の 一 定 水 離 の 生 産 を 従 来 通 り 行 な い つ つ ， 他 方 で ざ 調 達 物 資 の 生 産 を な う ' か 否 か  

の 選 択 を 行 な う と い う や や 不 ■ 然 な iii定 を 行 :̂i：っ て い る 。 ; :

我々は, McCall, B a ro n の想定をそC•特殊ケースとしX 含 般 的 な ケ ー ス を 想 定 す る 。i "な 

れち，生産設備一定の短期的視錄においてr企業」が本来の市場向けの製品に加えて調達物資を同 

時に生産し得るのは，両財の間に技術的関連性がある，つまり両財の総生産費用が,而財の結合費 

用 （joirtt cosりとなっている場合であり，したがって調達物資の生の有触は，ホ場向け製品の生 

産量に影響を及ほ’すと考えるのである。 /

以上の観点から，我々は. , 本稿において，市場性のない調達物資の需要者である政府すでに 

市場性のある製品（以下「製品i ) に加えて調達物資の生産を行なう企業との間のr美約J と競争的 

入札過程によって設定される擬似的市場の機能性および商財の相互依存性を検討する。

まず，次節において「契約」め形態, 競争的入札過程を規定し，擬似的市場が成立するための条 

件を検討する。第 2 節では，危険回避度，危険率の概念を導入し, 「契約J の約定条件^0変更に对 

応する擬似的市場の機能性の変化を検討する。第 3節 で は r企業J の費用条件に関する不確実性が 

擬似的市場の機能性に及ぽす影響を検討する。最後に，効率性の観点から擬似的市場に対する評価 

を行ない，若干の政策的言及を行なう智である。 ■

>

第 1 節

I

1 「契約」の形態

本節では；擬似的市場が成立するための条件を検討する。 ■ .

まず, 本項では擬似的市場の設定のための一方の耍因であるr契約J の形爐を現定する。現実の 

與約J .の掀態は，固定価格契約（fixed price contract),費用プラス[Si定報酬契約(cost-plus-fixed 

fee coiiti'acf;),そして奨励契約（incentive contract;)の三つに分類される◊

固 矩 価 格 奨 約 は ， 一 定 量 の 調 達 物 資 の 生 ま に 要 す る 企 業 側 の 費 用 兄 積 額 を 約 定 価 格 と し て 固 定 し ，

---49 061) —
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. [Hffl学会雑誌j 71巻6号（i m 年t2月）

生産後の実際の費用額の大きさに関わりなく約定価格に従って物資の納入が行なわれるものである。 

約定価格マイナス樊際の費用が企業の調達から得られる利潤となり，したがって企業は費用削減の 

誘因を保存していることになる。

費用プラス固定報酬契約は，企業側の費用見積額に政府（もしくは政府，企業間☆渉） fcよって定 

められた"^定の利潤率を乘じた，すなわち見積額に比例的な報酬を予め約定レておき,生ま後の実 

際の費用の全額もしくは妥当な範囲内の額を政府が企業に補償するものである0 . ことでは価格は全 

く弾:^的なものとなり，企業の費用削減の誘因は大幅に損われることになる。

奨励契約は，この南者のギャップを埋める中間形態であり，企.業 側 の 見 積 に 政 府 （もしくは政 

府，企業間交渉）によって定められた一定の利潤率を乗じすこ比例的な報酬を予定し，見積額と生産後 

の実際の費用とに差が生じたとき，同様に定められた一定め'利潤率.によってその差を共同鱼担する 

ものである。以下にみるように，先の二つの「奨約J の形態は奨励契約のpolar caseになってお 

り，したがって，我々は，以下で，議論を専ら奨励契約に集中するととにする。

我々;!̂ ;以下で想定するように，政府が調達相手を競争的入札過程を用いて決定するとき，.企業の 

費用見積額は，入札に際しての企業のつけ値，す な わ ち 「入札価格J の形をとり，各利潤率は政府 

によって決定されることになる。このとき，この入札価格で落礼されたときの企業の調達利潤（がP) 

は，次式で表わされる0

IIp=()cq-^^iq—c) (1 )

ただし，q \企業の入札価格0

C ：企業が政府に申告する調達物資の生産費用（以下「調達費用J )。

び： 目標利潤率（《> 0 ) , 故に叫は目標利潤。

J : 奨励利潤率（0 < ) 5 < 1 ) ,故にび一C )は奨励利潤。rt(び一< 0 > 0 のとき企業は正の奨 

励利潤を受け，び(g —c ) < 0 のとき企業は政府に支払わねばならず，《(ヴ一め* = 0 の 

とき，而者の間での利潤の授受はなくなる。

«  =  0 かつ i 9 = lのとき，固定価格契約，クニ0 のとき，費用プラス固定報酬契約となる。

2 競争的入礼過程

ある調達に対し納入希望者が多数存在する場合，政府がその全員と個々に交渉を重ねることは費 

用，時問の点で非効率的であり，通常競♦的入札過殺によって特定の納入者を決定すると考えられ 

る。そこでは，個々の:ik業は, 政府が告示する目標利潤率，奨励利潤率を所与とみなし，まらの入 

礼価格を申告する。そして政府は，一定量の調達物資に対し最も低い入札価格を申告する企業に落 

礼し，納入者として決定することになる。

鏡争的入札過程において各企業は無数の競争者に直® しており，競争者の串告する入札価格につ

—— 50 (962)—  '
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>いてある半IJ断を有するものとする。すなわち，競争者が申告する最低入札価格をタムとするとれは 

確率变数で/ ( なL ) > 0 なる単條盤の連続な密度函数を有するものとする。入札倾格<?を申告す;̂と 

きまらが落札される* 率を1—K めとすれば,

l-7r(9) = l - f  fQ O dq j. (2 )

で表わされる0 またなの単調減少函数と考えられるからTtXg) > 0 が常に成立することになる。

3 企業の費用函数

企業が# ら 製 品 （义）の生産を行なうときの費用函数を .

( さ）

'で表わす。 ： '

ところで，前述したようにま本設備一定の短期的視野にぉいて，すでに定の製品生産を行なっ 

ている企業が，加えて調連物資をも生産しようとするとき，両財の生産を独立なもめと考えるとと 

'は不自然であり，むしろ雨財が技術がJに関連性を有する，すなわち総費用が両財の結合費用となる 

と考えるのがま然な想定であろう。我々は，以下，この想定にしたがって，製品に加えて一定量の 

調達物資(G )を同時に生産するときの総費用を，お合費用，

c , = c a ,  G) ' . (4 )
——

で表わし，re le v an tなX の 領 域 で (：パ 6 ) ヨ C ^C G )ヨビ^ ^ § ^ > 0 を仮定し

よう。ま た 5 ニ0 のときの結合費用は先のCitfに学しい，すなわち

C</|も。=C び , 0)ニ び ） (5 )

が成立つものとし，同 様 にCKO)ョド (を 0)>0, C x x C 0 y = ^ ^ ^ ,^ > 0 を仮定しよう◊

正 の ふ G に対し, C：；rゎヨ̂ となるとき，両 財 は r技術的関連財J の関係にあると 
(4)

f呼ぶことにする0—— 般 に は ，いずれの符号もとり得るが，我々は，以下で，ズのみを生産す

るよりも5 をも同時に生産することが費用の点で有利となる，すなわちX の生座の限界費用を減少

ネせる場合を想定する。すなわち

Cxa<.0 ( 6 ")
(6)

が成立するもめと仮定する。 .

奨励契約の経済理論

4 企業の行動と逆選択

注(4〉関連財と結合費用の関係について，例えぱBailey〔4：) 参照。

( 5 ) この点に，企業の入札への参加の誘因の一'3のHi耍な耍紫を求めるができるであろう,

--- 5 1 (963) —

1I
I

!
II



金業にとってポ場性のな'ぃ調達物資の生産の経廣は皆無か，それに近いであろうから，企業は生 

産に先立って結合費用面数（CV) ☆確定し得ないであろう。まして政府が企業と同等に，この結合 

費用に関する情報を持ち得るとは考えられず，企業，政府間に，生産費用に関する情報の不平等が 

生ずるであろう。この情報の不平等は，企業に，政府の無知に乗じて自らの立場を有利化する•'逆 

满択J (adveî se selection)/への誘因を与えることになるo'

上の逆選択が存在するとき，政府，企業間に駆引きが生じよう。企業は，S の生産後の実際の調 

達費用を過大申告する誘因を有するが，他方政府は，情報の不平等から，高 G々 の調達費用の上限 

額を試行錯誤的に知り得るにすぎず，企業の過大申告の誘因に対し調達費用の許容上限額を政策 

的に決定し, 各企業に公示することで対処すると考えられる。これに対し’ 企業は結合費用が（通 

常そうであろうが）公示額を上回るとき，調達料用の申告額を公ポ額に一致させることになるであろ

' ぅ。. ,

さて，我々は，譲論の煩雑化を避けるために，さし当り，本節，次節を通じて結合費用びんG)

は企業にとつて既知であるものとする。さら.に relevantなX に対し，結 合 費 用 G) が政府の 

調達費用の上限公示額^ より大きく，したがって企業は，予め調達費用e をに-★させて行動する 

ものと想定することにする。

企寒が自らの申告した入札価格で露札きれた場合の総利潤（び>1)は，

nA = P ^  +ar^+^(^ —c) —(C(X, G) —c) ' ( ? )

となる。ただし/>は製品の市場価格である。企業の総生産費用のうち（1一めe の部分を政府が負 

担し，残 る目5 お よ び COC, 6) — eの部分を企業まら負担することになる。

德 札 さ れ な か っ た 場 合 の 総 利 潤 は ， .’ ソ .

nB=-px-ci：X ) ( 8 〉

となる。

とどろ' 企業が入礼に参加するこどが意味をもつためには，企業の決定するズ，《に対し， 

U A>nn  C9)

でなければならず，我々は，以下，/これを仮定する。

jSEO学会雑誌j 71巻 6号 （1978年I2月）

5 均衡製品生産量と均衡入札価格 ‘

以上の想定の下で，企業は総利潤からの期待効用を樹大化すべく製品生産量义，入札価格ヴを決 

定するものとする0 ■

企業の期待効用は，

U *ニ ニ ひ 一 7^め W ( n a )  ♦ 冗O f)U 0 7 B ) -

一7T(.め） びヴ+/5(び一C)一（びん  G ) — c))

■—— 52 (964) ——  ̂ ■
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奨励契約の経済理論

+ 7T(め (/(/> ズー Q ：义)） (10)

と表わされる。ただし，t / ( , )は von NeumanニMorgenstern流の効用函数である。

我々は，企業の効用函数が利潤に闕して厳密に{H1(C/'(*)>0, すなわち企,業が危険

回避者であると仮定する6 

所与の入札価格に対し，最 適 製 品 生 産 量 は ，

U 1 ニ(X-tKめ)m n a X わ一C K な）+n(：q')U'(：nBXi>-Cx(iQy) ニO (11)

また，所与の製品生ま量に対し, 最適入札価格デは，

f/f ニー 7i/(め [[/(/7^) —t/〔Z?fi)]+(l--7r(め ) ; / ' (77^)(び + め  ニ0 (12)

の一階条件を満たさねぱならない6 ,

ところでaD式が成立つためには，P-Cx(：も と />-CKO)は逆の符号をもたねばならなW  

-しかるにCatg<0,つまりG の生産は义の生の限界費用を減少させるという仮定から，

カーじズ（̂ )  ニ 0 を満たすズの値を；̂, />-Ci<0) = 0 を満たす义の値を义。とすると义0< _ ^ *< ^ が  

成立しなけれぱならず，したがって，X * において .

P~Cx(G )> 0  (13) 

/>-Cx(0)<0 (14)

が成立しなけれぱならない（く図-1>参照)。

このように調連物資G の生摩は製品生産量をZ 0 から义* へ拡大させる効果（以下r調達物資の 

製品/4iま拡大効集:！〉をもたらすことになる0 

さて，一階条件（11),(10式を結合すれば，期待効用を極大化する製品生産量，入札価格（义*, 

が0 は，

— 53 (966) -一~
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(15).

( 6)
を満たさねぱならない。

次に二階条# をみてみる。
び*^  = (1 一 7r07))t/'/(/7 パ）(/^-C(g))し （1 一 7T(め）C/'(77 パ)C；r；r(5),

+7:07)び" （/7fi)(/>-C；K0))し  7T(め  t / '( / /B )C j;K O )< 0  (16)'

(16)式は，t / / / (O < 0 , C乂ズ( 0 ) > 0 の仮定より，負となを。

f / * „  =  (l-7T(め) ( び+めし  27T'(め  t / ,( /7  パ X び + め

、 -7T"(め [ t / o z  ムー C /07b)] (17)

(I力式の第1 , 第 2項は負，第 3項は，第 2 節でみるようにの危険率の大きさに応じて符号を- 

異にするが，以下ひ〜《< 0 を仮定しよう。つまり，7T'/(の> 0 のとき，その値が相対的にnot 

dominantであることを意味している。

さらに（Z*, 9 * )が期待効用の極大値を与えるためには,.

A ョび*;fA"ひ* - （び*び)2>0  ■ (18)'

が成立すれば十分である（付録A参照)。ただし， '

ズ= = ( i - 冗(ヴ)）ひ,'(パ乂 X び Cバ

-^XQKUxnAXP-CxiGy)-uxnBKP-Cxmi<o . ( 1 9 )  

であり，ぬ， 式を考慮すれば，負となる。このことは，^ ^ < 0 を意味し，均衡が維持される, 

ためには均衡の近傍でX となが逆: 向に動くことを示している。

第 2 節 .

1 危險回避度と製品生産量，入札価格

本節では，危険回避度, 危険率の概念を導入し，まず危險回避の度合の変化が，次いで目標利潤; 

率，奨励利潤率，および調達費用上限額の政府による変更が，それぞれ製品生産量, 入札価格に及. 

ぽす効果を梭討する。
( 7 )

本項では，ま ず ArrowニP ra ttに従って，絶対的危臉回避度

R ぃ ト - ^  (20)

法（6)(19) 式およびそれ以下の議論力*、示唆するように，均翻の近傍でズとびは逆行する。いまズが増加(減少）し，かが低： 

下 a ニ昇〉すると想定するとG5) 式の左辺はズの增加（減少）が，/•一c ,(g )> oによって均衡近傍でもたらす限界 

使益（限界ロス）と《の低下（上昇）に伴なう落札の可能性の增加（減少）による効用:C測った眼界便益（限界ス）の. 

積を意味し，他方右辺は，义の増加（減少）力;，/•一C；r ( 0 ) < 0 によって, 均衡の近榜でもたらす眼界ロス（限界使益〉

, との低下(上邦)に伴なう落札時の利潤の減少（増加）による限界ロス（眼界使益）の積を意味しており，均衡条件（15)‘ 

式は, 両者が均衡で致しなけれぱならないことを含意している*i

(7 ) Arrow〔1〕，Pratt〔11；) 参照。
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樊勘契約の経済理論

を定義する0 いま，

一 一 ひ//(.)、 0 一 一 び/ / ( • )  C9̂^
が1 一一"̂ひゾ（• ）/  ハ2- 一で7 ^  . (21)

を常に満たす厳密に[13な 効 用 面 数 び 2 ( . ) を想定する。このとき★ の定理を得る。

〔定理工〕

企業の効用® 数 が f / i ( • ) で あ る と き の 均 南 値 を <7i*)とし，Uふ , ) であるときの均南 

値 を （ズ2*, <72*)とするとき，

. かつみ* < ヴ2*

が成立つ。

〔証明〕

£/tC*) に対応する均衡値び**,の*)は一階条件

ひ、iCひ, び‘*)= (1  一7T(め*))び/(/7バ(/>-Cズ(さ;)）+7T(《ク)C//(77b)(力- CKO))

= 0  . (22) 

U%tCXi\ ^ )  = - 7 r ,(^ )[ t/{ ( i7 J- t/ ‘(77B)〕+ a - ^ (^ ) ) t / / a 7 J (« + /9 )

ニ0. (23)

を満たす。ただしび= 1 , 2 )である。

いまび2( • ) に対する一階条件をび1 * ,ヴ1 * )で評価し/>-cズ(め >0 , Ui(jiA')〉ihO iB ) を 

考慮すると，

Signt/*；̂2av*s gi*) ト お '[を ; ]O O ：) (24)

' ( 8 )
ギ得る。しかるにP r a t t〔11〕の定理1 (第⑩式）より i ? i ( • )> /? 2( •)のときがまの右辺は正 

となり， ズ2(み * ,が ）> 0 を得る。 ■

次 に 1 一 7T(め ;> 0 を考慮す;^と，

sign?7>V(Zi*,め ニs i g n p ♦ 總 里) ] (>0) (25)
' • ■ 4

を得る。P ra ttの定理1 (第(22)式）より， のとき，⑧式の右辺は正となり， 

ひ*g2(ズ1*,の* )；> 0 を得る。以 上 ら ズ 1*<义2 * かつな1*<ヴ2 * が確かめられた（く図-11>参 

照)。 ' . . 〔読了〕

以上から次の命題を得る。

〔命題 ^9〕） • ■

注（8 ) Pratt, op. cit* (pp. 129) # 照。

(9 ) 本命週は Baron〔6〕のProposition 1 (pp. 387)に対'応、する
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< 図-II〉

企業が絶対的危険回避度で測って危険回避的であればある程，より低い入札価格を申告し，よ 

り少ない製品生産を行なう。

〔注意〕 資産選択理論の用語で言えぱ，製品のみのき産（X ニ义。，G==のは安全資産であり， 

製 品 と 一 定 の 調 達 物 資 と の 生 産 び ニ 义 ニ  G ) は，「製品生産坡大効果J (X'><Z* ) を内包する 

危険資産である。上の命題は，企業が危臉回避的になるにつれて入札価格を低下させ，落札の可能 

性を高めると同時に危険資産のポジションを， より危険の少ないをれへシフト（ズ 

させようとすることを含意している。

2 危険率，相対的危険率と均衡入礼価格 

fiaroriの示唆に従って「危険率J,

/Kめ 冗/(め め2

—tKq) .

を定義する( r 入 札 価 格 の 限 界 的 変 化 に と も な う 落 札 の 度 合 の 变 化 率 を 「落札率J と呼 

ベば， r危険拳J は負の r落ネレきJ である。

我々は，以下で危險率は入札細格の単調増加函数（ん/(ヴ）> 0 )であると仮定する0 との仮定は経

済的には，入札価格の増加にともなうA の落礼率で測った限界費用の適増性（もしくは入礼価格の減
■ , ■ . . .  ..

少にともなう落札率で測った収搏の週減性) .を意味している。

さらに，我 々 は r相対的危險率」

\ め(1giq)~Kq)q-
-7T(め

(27)

注(10) Baron, op. cit. footnote 6 (pp. 386)参照。 

(11) との呼称はKamien=Schwartz〔9 ) による。
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を新たに定義する◊

相対的危臉率は入札価格に関する落札度の弾力性に外ならない。危険率の単調増加性(/^'0?)〉0) 

から，直ちに相対的危險率の単調増加性（ダ(の > 0 ) がしたがう。

. . 奨励契約の経済理論

ところで我々は，企業の歲争者の最低入札価格れに関する単條型の速続密度面数ズ(なム)につい
(12〉

て，なi の 最 頻 値 を と し ， 単位を適当に選び，.<?ム= ^ となるよろに正親化を行なうことにする。 

また，.密度商数の連続性から/ ( な と な り ‘， な!*に等しいA 札価格ヴに対して,

/ (^ )  <1-7 fQ i：)dqL or n\q')<l-%iq^
J 0

(28)

力;成立すると考えられる。 （く図-m > 参照。ただしく図-m > では対称的な密度面数型が想定されてい 

る。）

、仏、[ 、入札価格について3 つの値を定義する0

( i ) 最頻入札価格(の。前述のなムの最頻値U に学しい入札俩格。すなわち，

Z ®  =max[/(^)] or 冗'(な）ニ max[>/(の]

0 0 相対最頻入札価格（の。積 / ( な/0 • タムを最大にするをムの値ぐ に等しい入札価格。すなわ 

' ' - 
/ ( の わ max[,(めヴ] or ti'(のわ  max [ノ（めg〕

(iii)標準入札価格（ヴ+)。相対的危険率を1にする入札価格。すなわち，

1-j  f<JlL)dqL=^fiq^W  or l-7r(^+) = -?rW)^+

ことで上で定義された3つの入札価格について次の補助定理を証明しておこう。

注( 1 2 )これまでの議論は，との正規化によって何ら变吏を受けないことは言うまでもない,

^ ^  57 (960、 一 :—
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〔補助定理I 〕

正規化された密度函数/ ( わ) と0 に対し， 

q>q"̂ >Q 

が成立う0

〔載明J 定 義よ り ホg+,ヴについて，それぞれ, 

冗'/(の4+が（の =0 .

冗'(ぐ)<?+ニ1一パヴ+) or gO?+) ニ 1 

ir" (の ニ 0

が成立つ。 ん/(め > 0 の仮定よりなについて 

冗'/ (の(1- 冗(の) +<y (4))2 > 0

域, >  ま式より

冗'(わ4>1一冗(の or, g(^q)>\

树式を想起し，g = l を考慮すれぱ，

n\q)q <l~7f(g) or gQQ)〈l

0 (| ,树，0身式，お よ び / (< 7 )> 0 より，

K の〉Kg+)>Kの

(29>

(30>

(31〉

(32>

(33)

(34>

さて，危険回避度は企業の効用函数ひ（• ）

企業の密度函数/ ( をL )に専ら依存する概念であるが, 企業が決定する均衡入札価格は, 

t / ( . ) のいずれにも依存し，か れ ，ヴに比していかなる大きさもとり得る。

〔証了:！

に專ら依存する概念であり，. （相対的） 危險率は

f(ML\

\7^/feT ^;W V
のifまに小 
-さい」 A  

V札 価 格 }

| /

( 「危険虎'\
の/J、さい」
レ札価格ノ

( 厂危除度、 
の大きい」
入札価格ノ

/ " r l ^ lW S r
の特に大 
きいJ 入

U し価格ソ

N.B

bW giq*p)<l g (g*)< l 8(q*f)>l g(q*)=l

^"(gp*)>0 A q ：X O 7r{q/)<Q ダ"( g / , ) < 0

く 表-1> 
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奨励契約の経済理

以下の議論のために，均衡値（义* , が0 における均衡入札価格について，4* Q\ 

関係から< 表 I  > に見るような4 つの分を行なう0

との大小

3 政 策 変 数 の 変 更 の 効 果 .

本項では政府の設定する目標利潤率，奨励利潤率，および調達費用上限額の各政策变数め値の変 

吏が企業の製品生産量，入札価格に及ぼす効果を検討する。 .

まず， 目標利ま率《の変、更の効果'をみる。 . 

dX* 0\u\q — (nu#x<i _A^
a

デび
,ヴさ̂/*;び一のひ*«；? B'

)
 

)
 

5
 

6
 

3
 

3
 

(

 

C

ただしA ョ 广 （£/* び)2>0 (ん 1)

e \ = - u  ネム= 一（X -  i<qy)guハaiAKP-Cx(i ね 〉Q

ヴミ= —t/* むニ—（1 一 7T((7))(7(«+め C//'(77_4),- び ' 一 め ）一冗' (の',ヴ]

について均翁入札価格の危険度が（特に）大きいときAa>0 ( ^ ^ > 0 ) の可能性大きいが， 

危険度が（特に) 小さいとき効果不確定。 いて，危險度が（特に）小さく落札時所得(利潤） 

における絶対的危険回避度が十分小さければぶ。> 0 ( ~ ^ > 0 ) の可能性が大きいが, 危險度が (特に〉 

大きいとき効果不確定（付録B参照)0 ,

次に，奨励利潤率/?の変更の効果をみる。

dx* d\mq^-oiu*x^

一 ~ ~  一 ~ 1  一

dq* OlU*xx-OtU*gx
~ ~ W - 一  A ~  一

(37)

(38)

ただし，(n ニー U* X 6 ニー (X - 冗 U>y)U "  (JI jdQy - c  x(Sふ (：q-

み* ニー t/= v  ニー（1ーぺヴ)）び/ '( / 7 jo + i0 )(び一り一 ハ[a-TT(め) 一冗'cの(カーり]

i4るについてg* — Cニ0 のときル< 0 .ヴ*一で< 0 の と き の 可 能 性 が 大 き い が ,..ヴ*一5〉ひ 

のとき効果は確定しない。他方, がについて, が̂一5 =  0のときおウ0.<7* — 6 < 0 のとき，

が十分小さければ, —e > 0 のとき効果は確定しない（付録C参照)。

最後に，調盤費用上限額e の'变更の効果をみる。

dX* ル
~ d r ^ ~ ニー飞ー

0W ^ x x - 0\U\x か
ニ ~~— T - A

(39)

(40>
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ただし，: = ー.ひ*ズ0ニ ー（1ー?1'(め）ひ//(が4)('^ーじズ(^.)(^1ーめ>0

れ ニ ー ニ - ( l —TT(め）ひ'/(77パX «+ め （1一め+冗' (めひ' ( ガス）（1一め>0 

^<^>0, と結論し得る（付録D参照)。

以上から次の命題を得る。
(13) ■

〔命題m

( i ) 政府の目標利潤率の引上げ（引下げ) は, 企業の製品生産量について，均衡入札価格の危険 

度 が （特に）大きいとき， それを増加（減少）させる可能性が大きいが，危险 度 が （特に）小さ 

いとき，その効果は確定しない◊

他方，企藥の入札価格について，その'危険 度 が （特に）小さく，かつ落札時所得水準での危 

険回避度が十分小さいとき入札価格を上昇（低下）させ？)力V 危険 度 が （特に）大きいとき，そ 

の効果は確定しない。 ’ •

( i i ) 政府の奨励利潤率の引上げ（引下げ）は，金業の均衡入札価格と調達費用上限額が等しいと 

き，製品生産を減少（増加）させ，入札価格を上昇（低下）させる。

企業の均衡入札価格が調達費用上限値より小さいとき，製品生産量を減少（増加）させる可 

能性が大きい。他方，両者の差が十分小さければ入札価格を上昇（低下）させる。

企業の均衡入札価格が調達費用上限額よ,り大きいとき，効果は確定しない。

(iu )政府の調達費用上服額の引上げ（引下げ）は，企業の製品生産量を増加（減少) させ，入札価 

格を減 少 （增加) させる。

〔注意 I 〕 目標利潤率の引上げは，費用条件一定の下で, 目標利潤〔叫)の条件の有利化を意 

味する。したがって，企業の入札価格の危険度が未だ小さければ, びの引上げに乗じて，入札価格 

ぐ*を上昇させ，目標利潤を増加させる誘因を生み，同時により危険な資産ト定のGに対しズ*を増加さ 

せる） へ移行する余地を企業に与えるが，入札価格がすでに十分.危険度の大きく，また十分危険回 

避的であれぱ，このような余地はもはや存在し得ないことを上の命題のU)は含意している。

次に奨励利潤率の引上げは，び* 一eく0 のとき，費用条件一定の下で企業から政府への支払い,部 

分 （/507* — £ ) ) の増加を意味する。したがって，一方でこの支仏部分を減少させるベくみ礼細格び* 

を低下させ，他方でより危險の小さい資産（一定の5 に対し义*を減少させる）へ移行する誘因を企業 

に与える。ポーe > 0 であれぱ，むしろ逆の誘因が生ずる售である力'全体として十分な効果を発 

抛するにいたらないことを上み命题のOiHt合意している0

注(1 3 )本命題m, 00は, Baron〔6〕の Section^ (pp. 391 -3 )の議論に対応する。
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最後に調達費用上限額の引上げは，利潤条件一定の下で，企業の費用廣担額（Cび *, G )~ ( l-  

/5 )0 のうち，引上げ幅（Ae)に対し，（1一めAとだけ食担が軽減することを意味する。したがって， 

直ちに，より危險な資産に対し，X*を増加させる） に移行し,より大きな収益獲得の可能性に賭 

ける誘因を企業に与える。同時に利潤条件不変であるから，入札価格の低下は,調達利潤の低下に 

よるマイナスより，むしろ落札の可能性を高めるプラスが上回り，上の誘因を強化することを上の 

命題の(ili)は含意している0

〔注意！〕 企 業 の r逆選択J の可能推を明示的に導入した我々の設定の下では，政策变数のう 

ち利潤率の変更の政策的効果は不明確な部分が残っている。前節第4 項で示唆したように金業の逆 

選択に対し,政府カ祐効に対処し得る余地は調達費用上限額の操作に最も残されていると考えられ 

る。しかるに上の命題の(iii)から明らかなように，調達費用上限額の操作の政策的効果は明確であり 

したがって逆選択の可能性にもかか‘わらず，我々の擬似的市場の機能性についても，ある程度積極

的な評価を与えることができると考えられる。
. -

. 第 3 節

1 確率的結合費用

前節までは，企業の結合費用函数が企業にとっては既知であるものとして議論してきた。本節で 

は，この仮定を緩め，企業にとっても結合費用函数は生塵に光って確率的にし力、'確定し得ないも 

のとする。 ' .

いま, 確率的結'合 費 用 を G ) で表わし, 企業の競争者の最低入札価格に関する密;变分布 

/ ( な/•)と独立の分布に従うものとし，製品に関する市場条件, 調達物資に関する利潤条件，調達費 

用条件は, 前節のそれと同一であると仮定する。こめとき，落札時の利潤は確率変数となり，

nA ニ わ X ヤ (x (j队 わ 一c)一(fiCJK, G )一c) (41)

と衰される。落札されないときの利潤は， ’

riB=わX - COO (42)

である。 .

とのとき，企業が入札過程に參加する条件，すなわちrelevantな ふ g に対し，

[ガンニ/>义+び び り 一 び [e ('Y ,め〕一り>77ガ (43)

が成立し.ているものとする。だだしだ(：• ：)は，C (X ,めに関する期待値オペレータである。

こ こ で r危臉プレミアムJ を定義する。危險プレミアムは，ある危険テに対し，その危険を回避
. (14)

し，その期待値を確実に得るために代償としてま:払っでもよいと考える最大額である0 形式的に 

注(1 4 )例ぇぱ，Baron ( 5 〕（pp. 466-7 )参M。 '
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危險プレミアム（A/0は,

EW CY+?')-] - U(Y  + E ( f ) -  Ai?) ■ (44)

or + — び-i(iS：[f/(F+ f) 〕） （44)'

とまわされる。ただし，C/-ダ . ）は，効用函数の逆函数であり， は"*定の?it定的所得額である0 

(44)'式から明らかなように危険プレミアムは，y の水準と危険r の確率分布に依存しており，

LR ニ m y 、り (45)

.と表わせ，危険回避者にとってA i?>0である。 ‘ '

k ■

2 均衡製品生産量と均衡入オL価格

企業の期待効用は，

7 *ニ£：[(1-べめ）ひ(/>_<̂ +叫+タ(ヴーりー（<̂ (ん ◎ 一り）+7T(めf/(が̂ 一C(X))](46) 

また，危険プレミアムを用いれば，

1^*ニ<1 一7r(ヴ 义 + 叫  +取ヴ一り一(丑[ご(义 5 ) ] —り一A/?)+7t07)ひ(/>A'- .C O ：))

(47)

となる。

所与の入札価格に対し, 最 適 製 品 生 産 量 が 満 た す 一 階 条 件 は ，袖式に対して，

- < な) )机 び ,(i?パ) (/>-ご;K  め ) ] + <  めひ' 07j3X/>-c；f(o))

= (1-n iq ) '){E U J^fijd ip-E iiC x(G ')-y) +cov(C/^77^), /J~C；,(G ))} 

-\-niq)U\nB)ip-Cx(Si')') -0 . (48)

となる。た だ し f > X ぜ Oj- り- CC：CX，G )- 0 , さ） である。

cov(U '0A, p-CxiG')：) は，共分散で厳密にIHj .(ひ' （• )> 0 , U'X  . ) < 0 ) な効用函数に対し, 

P-Cx① ' ) の増加はひ/ (斤ィ）を減少させるから，危険回避者にとって，この共分散は負となる。 

次に⑥式に対する义* の満たす一階条件は，

V》ニ（1一冗(め）{//(_£；[斤パ〕— E\Cx(G')~\ —Ai?,) +7T (め =0

(49)

-となるo'た だ ししR '三̂f ~ でああ。
結合費用の分布と競争者の最低入札価格の分ホは独立であるから，デの満たす一階条件は,

■ ハニーパ(め[び（だ 一  A め一 t / 0 7 B ) ] + a -?r07 ))£/'C E〔ガて一 A / 0 0 + め = 0

(50)

よなる。

ところで確率的結合費用函数についても ■

ク 一がごび，G) ノし xa 二 J 就 一 <0 (51)

■-- * 62 (̂ 974) ... .
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奨励契約の経済理論

を仮定すると，袖式より

一  i?[ご_y(G) 〕一  . 

/>-C；r(0)<0 

.がしたがう。 階条件明，侧 式 よ り L R 'は， 

at?' = — COY(ひ/(がィ）> P—Cx (0 )) (> 0)
B[C//(7Ta)3

.となり，A i? /> 0 が雄かめられる。すなわちぱ は結合費用に関する不確契性の回避のために要 

する限界費用の追加的増分を意味する。（52), (53)き;から明らかなように，こうした限界費用の追 

加的増分にもかかわらず，ご;̂ G <0 のとき依然としてI■調達物資の製品生産拡大効果J は保#され 

ることになる（く因-1Y>参照)。

さて（49), ( 5 0 )式を結合すれば，均南値(X * ,デ）は，

7^XgX^(EC/lA：i-AR)--^CJ7B)J(p-B[CxCG)]-AJ^0

= 一な(め(び+ め - C；r(0)) (55)

を満たさねぱならない。

二次条件についてはCxx④ 与 ざ ) >0, A/?/'ミ'f | ? > 0 という限界費用適増の仮定を改

.めて設ければ，非確率的結合費用の場合と並行に議論し得る。さらに，このとき政策変数の変更の 

効果についても，前 節 の 〔命題]D 力;そのまま麥当することに注意すべきである。

3 結合費用に関する不確実性増大の効果

本項では，結合費用に関する不確実性の増加が製品生ま量，入札価格チ及は’す効果をみる0 

まず, 次の補助定理をIE明しておこう。 ，

一一一 63 (976  ̂ —r-

i i n

.
u

h 

‘

,
 
,
,t 

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

_

__
_

_

_

_

_

_
1

1

:
_
_
_H

r

t

m

n

f

 

r r

M

L

r

m

.

_

_

_

_

_

_
n

E

.

H

h
 

_
_
_

_

_

_

_

_

_

 

M
u



■ r三a 学会雑誌j 71巻6号（1978年I2月） •

〔補助定理H 〕

金業が適減的な絶対的危険回避者であるとき入'*, </*の満たす一階条件（(11)’ ひ2)式）は，い 

ずれも結合費用の凸面数である。 ■

. .■ . ' .

〔証明；） ‘

(11), ( 1 2 )式について，C (Z , 6 ) に関する第1 次，第2 次微係数を求めると，それぞ‘れ， 

U ^ x G ^ -a -n C q )W \ n A X P ~ C A G：f')>0 (56)

び*;fCG ニ（1一冗(め）t / / '/ (び ス め ）（> 0 ) (57)

U 〜 G ニ饥 X(f)U\n A) - (X— 冗 Ayioc+目')>Q , ( 5め

C/* が C ニー冗/(め C///07ノ）+ (1—< の）ひ///0 7  パ) (《+め（> 0 ) (59)

ところで，適減的絶対的危険回避者に対し，

, / ? / ( . )  ニ

となり，ひ*;fac；>0, t/*«C(7>0となり，雨一階条件の結☆費用に関する凸性が確かめられた0 .

.....  〔誕了〕

さて，他の市場, 調達利潤，調達費用に関する条件一定の下で，企業の結合費用がr確定的みな 

場合の均衡値を(义*i>, ^ % ) , 【'確率的J な場合の,均 衡 磁 を び X ,ヴD とするとき，次の定理を得

る。. ; . . 、 ：.

〔定理！〕

企業が適減的な絶対的危険回避者' ? あるとき。 ...

X *R > X l ☆、つ  ■

〔証明:T)r確定的J な結合費用をr確率的J な結合費用の期待値に等しい費用であると定義する‘

すなわち（ズS ,ヴを）において, 次式が成立つ。 _

CCXh G) = ECC(X^, G)] (60)
(16)

〔補助走理i n よりびi は結合費用の凸画数であるから. J e n s e n不等式は， ..

£：[C/Kひえ! G)]> ひ [ひ め 〕ニ なち, G)) ニ0 (61)

を意味する。最右辺の等号はX I の定義か5 したがう。以上のI纯係は< 因一Y > に示される。

法(15) Jensen不等式とその幾何的意味について，例えぱ，H ahn〔8：) (pp. 21-23)参照。 

( 1 6 )本IT:明は，DiamomkStiglitz〔7〕の定@11の別証をも与.えている。.
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奨励契約の経濟理論

[7x(*)

-C(X,G)

E[C{Xd,G)] =  C{Xd,G)

^*{E[C (X^；G)]) =  U^{C{XKG))^0  

く図 v>

ところで，r不確実挫の増大」 :^期待値を一定に保ちつつ， 分散を増加させるような分布の拡 

散 '(me如 preserving spread)と考えれぱ》..結合費用に関する木雄実性の増大はく図一V 〉.にお. 

いて，t / j r 曲線を切る跋の上方への.乎行シフトで示される。したがって， 不確実性が増大する 

につれ，お])式の最左辺が増加していくことになる。

(11), (48)式から明らかなように, 結 合 費用が「確定的」な 場 合 と r確率的J な場合の一階条件 

間に

ごび*, ◎ ニだ[び ひ 义 *, 6)] (62)

なる関係があることに留意し，不確実性が増大したときの一*階 条 件 をCX*D, q V ) で評価し， 

Jensen不 等 式 （(61)式）を考慮すれば， •

S )) ニ£：[び 5))]>0  (63)

を得る。ま た （ズン<70は，定 義 よ り G ) )= 0 を満たすからF*( • ) が X *の[M]困 

数であることを想起すれば, 义え> 义；̂が？しかめられる。

均衡入札価格についても，Jensen不等式

' ElUKCCXi ,  Gy, G)]； q^,)=0 (64)

が得られ，同 様 に ね >(?が適かめられるo 〔証了〕

以上から次の命題を得る。 ■
A (17)

〔命題HD

企業が適減的な絶対的危盼回避者であるとき，確率的な結合費用の場合の製品生産量,入札価 

格は，非確率的な結合費用の場合のそれより大きく，結合費用の不確実性が増大するにつれ

注(1 7 )本命題は，Bairoii〔6 D Proposition 4 (pp. 39のに对あする。

-- 65 (97V) ~—



大きくなる。

〔注意） 上の命題の結論は，ひ ひ r の結合費用に関する性，したがって，企業の絶対的危 

険回避度の適减性の仮定に依存している。この仮定ば，所得（利潤）が増加するにつれ危険プレミ 

アムが減少し，危険に寬容になることを意味し，より大きな所得（利潤）の獲得の可能性を合む結 

合費用め不確実性の増加は，企業に■"方で，より危院は資産ポジションへの投資び 0一 ぱ い X*R) 

を行わせ，他方で不確実化する結合費用に対し，確美に入札価格を上昇させ，調達利潤マージンを 

拡大させることになる。 ベ

結びにかえて一一若干の評価——  ，，

調達者が市場性のない，ある一定量の財を競争的入札プロセスを用いて調達せんとする時，最低 

の入札価格の提示者に落札することは，調達の事前的効率性の規準として入札価格，つまり見積り 

費用額を採用していることになる。いま他め条件一定の下で危険回避度のみを異にする企業を想定 

すると，最も危險回避的な企業が最も低い入札価格を提示し従って最も効率的な企業となること 

は，我々の第1 の帰結が示唆するところである。 '

しかるに, ‘ かかる企業が落札された場合に，事後の実際の費用申告額が事前の見糖り額U 礼価 

格）を超過する'cost overrun’ 現象が生じやすい。そして，企業の本来の生産物と調達物資が関連 

財の開係にある「我々の場合J には，かかる現象は一層一般的なものとなるセあろう。

とこもで, 通常事後的な効率性の規準として<cost overrun，（もしくはその逆の場合，すなわち，見 

積り費用額（入札価格）が事後の資際の申告額を超過すを'cost midemm’）の度合が用いられるごとくで 

あ(i 8ここの規準によれぱ, 事前的に最も効率的であった宫の企業が，事後的には最も非効率的な企 

業であるとされるかもしれない0 このよう{̂^̂*効率性の規準として入札価格，cost overrun (もしく 

は ‘cost imdemm’）の度合が併用される時，そとには旣に矛盾が内包されており，従って親準が有 

効であるためには，事前, ？お後を通じて矛盾なく整合的に効率性が表示されることが要請される0

さて，企業の費用荣仲に0 いて無知であるf■我々の場合J の調達者に则して考えると，調達者は, 

事前の時点で，各金業の各入札価格に対応する事後の費用中告額がどの位の値をとるかの正確な予 

測はもとよりなし得ないが，同様の調達を綴返す中，経験的に，企業の事後の申告額が常にはぽ調 

連費用上限額e に等しくなることに氣づくであろう。こうした状況の下で, . 有効となる一*つの効率 

性の規準として我々は，「費用==使益（eost-benefiり規準」を定義する。すなわち， 定量の調達 

物資からの-j 定の使益に対し，調達者の費用負担額が最小となる場合を最も効率的な場合であると 

するものである。

法(18) McCall, op. cit. (pp, 840-41)参照。
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- 奨励契約の経済理論

一*定量の調達物資(G )からの一定の使益に対し，調達者の費用倉担額は,調達利潤支仏い相当分
‘ - . '  - ,  , . -  

0 + めびと生産費用共同資担分（1一めe との和であるから，調達者が企業の事後的な費用申告額

.を e とみなす時，最も低い入札価格ケを申告する企業が最も効率的な企業とv>うととになる。’

A rrow は，我々が謎 してきた/ 契約」を，不確堯性卞における市場の翅金聖とL てのcontin.

gent commodityに関する条件付き契約め現実的対応物とみなしている。 る理念塑の市場がう

まく成立.しない慮因は，そこでの価格が複雑;(匕を極めることに加えて，契約当事者間における情報

.の非対称性もしくは不平等性に求められる。言い換えれば，かかる情報の非対称性もしくは不キ等

性が存在する現実において高々成立し得るのは, 「契約方まJ によ、る r擬似的市場J であるという

ことである。そとには，我々が想定したごとく企業の費用条件に関する.調達者の無知に乗じた事後

'の調達費用の企業による過大申告という一種のr逆選択」の余地が常に存在するのであり, 従って,

r擬似的市場J は, 高 々 「次善解J (second best solution)を求める機構であると言う^ とができる。
(20)

こうした点にArrowが 「契約J を. "必要悪" と呼んだ時の"悪"の侧面を見出すととができるで 

ぁろぅ。 ■

実際の政府は外部性を内部化すべく分配上，効率上の観点から市場の,価格機構を経由する方法
(21)

で，または，税，規制-等のき市場的方法で資源配分に影響を及ぼす役割を演じてきた。更に今後， 

福祉向上の要請から「社会的共通資本」な い し 「公共財」といった非市場的財の調達，供給の#:割 

が重要性を増し，とりわけそこに不確実性の影響が著しい時，政府わ有すぎ危険のプーリング，分 

散化の能力に期待し，危険の共同負担者としての役割の発揮が要I f されるであろう。そしてその具 

体的現ま例が「契約方式J による「擬似的市場」なのである。ここに「契約」の "必要悪, , の 必要" 

の側面を見出すことができざであろう。 .

我々は, か か る r契約J の "必要" の側面を漠極的に評価するものであるが，. 同時に"悪ヴの侧 

面に対する周到な配慮を不可欠なものとする。 とりわけ, 既にみてきたごとく，「契約j 当事者間の 

情報の亦対称性に帰0 する r逆選択J は，一般財源からの企業への補助金の支給という性格を有し 

ている。従って，「製品J売上に対する然るべき売上税の併用が示唆されるかもしれない。 ’

' ■ ■ ■ ' - '

く付錄>

,'A. L ョVネXXリ〜<1一

= 0 '(め C//(/7 カー(1 一 7T(め） ぐび  + め〕X

注(19) Arrow〔 3 ) (邦訳31貝）參照。
(20) Arrow, op. d t .(邦訳31冥）参照 
<2り Arrow, op. d t .(邦訳17-8H)参照(
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(1-7T(め)ひ, (77')じ；̂パ0~ ^冗(び) -  CaK0))2+7i(ダ) f/'(77iOC,Y パ  0 )] (« + ぬ

-[(1 一:K め > '((?)ひ/a7B)t///o/>iX/^-c；K め ) (/>-C ズ(0) ) 〕(《+め  

一  Or,,(め)2[(t/'(//J)2(/» - (；ズ(5))2 + 0//(/75))« ひ一 CV(0))2

一 2 u x n  Ayj\ n B)U>-Cx(jも ) (：わ- CxQyyy] ‘

- 冗" ( め[ひ(がパ）- t / a 7 f i)〕[ a - ? r (め）c / " o 7  乂 し  a - 冗(め)び'(びバ X

(め +7T(め  fZ/'OZ リ)(A—C パ0) ) し  7：(ヴ) [7'a7fi)C；or(0)] (>0) ( A . 1>

‘ . . ■

B. A''~dlU*^g~0lU*xq

^ia-7i(iq')')-n\qyqWXnAK7tXqWCnBXP-Cx(0-)')~7cXq')U\nA)(.p-CKGm

+ (1づ (の）び/'(び乂)[(び + め冗'(め gf//(/7/0(/>-C；r(0))

+(1-?r(<7))t//(/Zバ ひ- Cパ め 〉+7r"(めび(£/(/7ィ）•"び(71力)X/>-C;Kめ )〕 (A. 2) 

が パ *//に対し，第 1項 ：> 0 ,第 2 項 の 〔 〕内の第1項と第2 填の和は，U\ njdく 

を考慮すれぱ，d£>minantな正の値とる可能性少なく , '第 2 項4 体が正となる可能性大。故に 

ぷ。> 0 と結論し得る。《P *,が に つ い て ，符号不?I定。

B<'^OlU*xx-e\U^qx

両辺にト u 'l ir ま を乗+  かば，
■ ' ■ . ' - ' ' - . ' ' ' • . . ■ ■ . ノ

sign ぶ。= - signjci ~niq)^ip-~Cx(.G')(^— )[び/(び£)(ク-Cx(0)) 0 '(g) q +  冗(め)3

+ひ' 0 7 4 ( ⑩ +  ベめ) ヴ(《+め ト ぢ 穀 )1 •ガ (A‘ 3)

ただし，Z ぺ 1 —冗(め) t/ '( /7力 め 一冗(めひ'/(//ガ)(/>-Cズ(0))+7T(めひ' (77ガ）x

ĈâatCO) ̂ 0  (A. 4)

{ }内第1項< 0 ,第 2 項 〔 〕内の第2 項 >0, g A ヴ*/>/>かつぷ(仏 0 ニ ー ¥^^^§^]が 小 さ

け れ ぱsignSa〉0 の可能性ネ。び/ V がV , について符号不愈定。
. ./ . . .

C# ^  0\Û qq一 Xq

==[(1づ (め）- ノ(め(ヴ- り〕t//(が J O ' (めび, (びiO (力- C ズ(0 ) )- 冗' (めt / / 0 r j  X 

(/»—C；K g ))]  + ( l  -  7：(ヴ) )び//(77ぐ(び + め o ' (め(ダ-り C//(/7200>-ら (0：0  

+ (1 - < め)ひ/ (びスX 力- C；K ^ ) ] 4 V ' (め(び0 7力- び(がガ)).(わ C M め ) ひ*-り}

. . . (A. 5)

g★ — のとき，A-CO, g* — 5 < 0 のとき，<?/>*, q/*, q ^ f fに対し, ^4乂 0‘ が*p? について 

も，V ' ( め> 0 であるが£/>«̂ ^パ 0 ((19)式) の仮定からA 乂 0 と結論し得る。が=一ね0 のと

*~— 68 (̂ 980、~一'一•.



き，符号不確定。

B8 ョ  GUJ*J(X — 0\u* び

=a-7T(マ) )び'/(が vi)(j^-c；K め ) パ  o ))(y (の(<?一り + パめ)] 

+ひ/(がス）[(1ーぺめ）ー冗'〔の（なーり+(1-?<の）(^^+めび '0 7 乂）(ダーり〕• Z  

ただし；̂5(A . 4)式（>0)

デ一f  ニ0 のときB ウ 0. q* — c< のときk *  一 e|き0 な ら ぱ ぐ 0 の可能性大， 

のとき，符号確定しない。

奨励契約の経済理論

(A. 6) 

c> 0

=ひ  一 TKcfX)が' Qc})U'\n aXU (JI a)-U (JI BTKP-CAGy)ひ一め ' 

+ o tX g )y m n  a)ひ-めu n n  aX p—c a ね ')- u'(M  bK p—c a o j)：!

めびanB)iTQnA)ひ一(i)レx+め (：pニCx(の ') (a , 7)

第2 , 第 3 項 > 0 .ね* , ぜ , q * f fに対しぶ^>0. q * p p についてもひ％<^0((19)式:）の仮 

定から，第 1項 > 0 となり/1 ^> 0 と結論し得る。

BC ミ oiU*xx - (n irぐ

ニ —0 '(《X//(77 J  - （1 一7T(め)ひ/'(77ボ 《 + め〕X

[(1-7T(め)t/'C/7jC ズズ(め —ttOz)び/'(TTfiXP —C パ  0))2+；K の t/'(i7；OC；̂Af(0)](l-め

+ L a -< q ^ > X Q W x n B )u ^ x n ^ x p - c A G ')：f i P - C j ,m 2 a - p ' )  ( a . め

第 1項 の2 つ の 〔 〕内は，（A , 1 ) 式の第1項の2 つ の 〔 J 内に等しく，第 2 項 の 〔 〕 

内 は （A , 1 ) 式の第2 項 の 〔 〕内は等しい。しかるに( A . 1 ) 式の第3 項< 0 , 第 4 項：も負と 

なる可能性がある。 よってA > 0 が成立すれば，その第1 , 第 2 項の和が十分dom inan tで 

あることを意味し，したがってぶひ< 0 と結論し得る。

U )

' m

*C3D

〔り
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